
令和 ４年 ９月

司会 糸満市教育委員会教育部
教育総務課 施設係   平良  

１） 開会

２） 教育⻑ あいさつ（5分）

３） 高嶺小学校移転改築事業の計画見直しについて（20分程度）

 ・これまでの事業経緯

 ・高嶺小学校移転改築事業の今後の方針

 ・高嶺小中一貫教育校について

 ・今後のスケジュール

４） 質疑応答（25分程度）

５） 閉会のあいさつ（5分）

解 散

ご多忙の中、ご参加いただきありがとうございました。

糸満市立高嶺小学校移転改築事業の計画見直しに係る説明会

お問い合わせ先
糸満市教育委員会 教育部
教育総務課 施設係 金城
TEL：098-840-8160 FAX：098-840-8161

Mail：sisetu@city.itoman.lg.jp



令和3年6月9日 令和3年6月16日 糸満市教育委員会（生涯学習課）

令和3年7月1日 − 糸満市（都市計画課）

令和3年7月6日 令和3年10月26日 沖縄県知事

令和3年9月17日 令和3年12月9日 沖縄県知事

令和3年11月12日 令和3年11月17日 糸満市（都市計画課）

令和3年12月14日 令和4年3月15日 （公財）沖縄県建設技術センター

令和3年12月15日 令和4年4月22日 沖縄建築確認検査センター（株）

令和3年12月27日 令和4年1月14日 沖縄県南部保健所⻑

令和4年1月11日 令和4年1月20日 沖縄県南部保健所⻑

令和4年1月21日 令和4年4月12日 沖縄建築確認検査センター（株）

自 至

令和2年1月17日 令和3年3月25日
(有)いとまん建築センター・(株)盛設計

設計業務共同企業体
令和1年12月25日 令和2年3月25日 (株)丸島建設コンサルタント
令和3年6月21日 令和3年8月31日 (株)丸島建設コンサルタント

令和3年5月18日 令和4年5月31日
(有)いとまん建築センター・(株)盛設計

設計業務共同企業体
16社指名：７JV協定締結、２社未締結
   ７JV中６JV辞退のため入札不調
20社指名：９JV協定締結、２社未締結
   ９JV中８JV辞退のため入札不調

交付金（沖縄振興公共投資交付金）
義務教育諸学校等の施設費の

国庫負担等に関する法律
公立学校施設費国庫負担金等に
関する関係法令等の運用細目

令和4年度
公立学校施設整備費国庫負担事業の

事務処理方針及び様式等
（R4.3.29 3施設補助第26号）
補助金等に係る予算の執行の

適正化に関する法律
R4 R3 R4 R4

R4.4.15
糸教総第80号

運用細目第3−2
R4.6.27

教施第221号
R4.6.23

4文科施第144号
運用細目第3−2

R4.7.6 R3.12.17 R4.5.31 R4.5.18
糸教総第360号 糸教総第968号 糸教総第260号 糸教総第205号
運用細目第3−4 県規則第３条第１項

R4.7.19 R4.1.4 R4.6.16 R4.5.31
教施第290号 教施第918号 教施第193号 沖縄県指令教第176号

適化法第６条第１項
（通知第８条）

県規則第４条第１項
（通知第６条）

R4.7.19 R4.1.4 R4.6.16
4文科施第185号 3文科施第345号 4文科施第120号

運用細目第3−4

年度

―
適化法第６条第１項

（通知第８条）

学校施設環境改善交付金交付要綱
沖縄県学校施設環境改善交付金

（沖縄振興公共投資交付金）交付要綱

沖縄県補助金等の交付に関する規則
補助金等に係る予算の執行の適正化に

関する法律

― ― ―

― ― ―

根拠法令等

認定申請

認定通知

沖縄県

交付
決定通知

沖縄県

国

交付申請 沖縄県

沖縄県

国

適化法第5条

適化法第６条第１項
（通知第８条）

― ― ―

高嶺小学校移転改築事業に関する行政手続き（各種申請・届出等）
提  出  書  類
（関 係 法 令）

学校施設環境改善交付金
国庫負担金

交付金

契 約 相 手

高嶺小学校校舎・プール改築工事（建築）

高嶺小学校移転改築事業に関する行政手続き（補助金申請関係）

高嶺小学校移転改築事業に関する行政手続き（設計・工事発注関係）
契 約 工 期

業 務 名 称 （契約日）

高嶺小学校移転改築基本設計業務（R2.1.17）

高嶺小学校校舎・プール改築工事Ⅰ（建築）

令和4年5月26日入札予定：不調

令和4年7月13日入札予定：不調

高嶺小学校移転改築測量業務（R1.12.25）
高嶺小学校移転改築土質調査業務（R3.6.21）

高嶺小学校移転改築実施設計業務（R3.5.18）

一定規模以上の土地の形質の変更届出書
（土壌汚染対策法第4条第1項）

提  出  先

開発行為許可申請書
（都市計画法第29条第1項）

建築物エネルギー消費性能確保計画
（建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第12条第1項
（同法第15条第2項において読み替えて適用する場合を含む））

確認申請書（建築物）
（建築基準法第6条第1項又は第6条の2第1項）

構造計算適合性判定申請書
（建築基準法第6条の3第1項

（同法第18条の2第4項の規定により読み替えて適用される場合を含む））

計画建築物の届出書
（糸満市電波障害防止建築指導要綱）

行為通知書
（景観法第16条第5項）

埋蔵文化財の有無について（照会）

特定生活関連施設新築等通知書
（沖縄県福祉のまちづくり条例第32条第1項ただし書き）

事業行為通知書
（沖縄県赤土等流出防止条例第9条第4項において準用する第9条第1項）

提出日 許可（回答）日



期間

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

市議会関係 予算補正

契約手続き 2か月

基本計画策検討業務 12か月

検討委員会 ２回程度 9か月

関係者説明会等 地元説明会

設計業務契約手続き 2か月

基本・実施設計修正業務 18か月

基本設計方針まとめ 5か月

地質調査 4か月

実施設計図書修正 7か月

各種申請関係 福まち条例 5か月

風景条例 4か月

都市計画法 3.5か月

第6条の3
(構造適判)

3か月

消防法 3か月

省エネ法 3か月

建築基準法
第6条1項

6か月

積算・工事費算出 5か月

各種工事・委託発注 3か月

契約手続き 2か月

用地測量・補償費算定 6か月程度

用地取得
（地権者交渉含む）

不明
（6か月想定）

農振農用地の除外
（農政課）

農振法
第13条2項

不明
(15か月程度想定)

地下ダム受益地域除外
（農村整備課）

不明
(15か月程度想定)

敷
地
拡
張
に

伴
う
業
務

建
設
工
事

高
嶺
小
学
校
移
転
改
築
事
業
計
画
見
直
し
検
討
業
務

計
画
見
直
検
討
業
務

基
本
・
実
施
設
計
修
正
業
務

高　嶺　小　学　校　移　転　改　築　事　業　の　計　画　見　直　し　業　務　検　討　資　料
令和４年度〜令和７年度

想定期間 令和 ４ 年度 令和 ５ 年度 令和 ６ 年度 令和７年度 備    考

工事発注業務 （約２年）
建築・電気・機械・監理
・磁気探査 など


